
令和４年３月３１日成田市規則第３２号 

 

   成田市高校生等医療費等の助成に関する規則 

 

 （目的） 

第１条 この規則は，高校生等の医療費等を負担する保護者に対し，当該費用

の全部又は一部を助成することにより，高校生等の保健対策の充実及び保護

者の経済的負担の軽減を図り，もって高校生等の保健の向上及び子育て支援

体制の充実に寄与することを目的とする。 

 （用語の意義） 

第２条 この規則において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1) 高校生等 １５歳に達する日後の最初の４月１日から１８歳に達する日

以後の最初の３月３１日までの間にある者をいう。 

(2) 保護者 高校生等の親権を行う者，後見人その他の者で，現に当該高校

生等を扶養し，かつ，生計を維持しているものをいう。 

(3) 医療保険各法 次に掲げる法律をいう。 

ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

イ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

ウ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

エ 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

オ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

カ 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

(4) 医療費等 保険給付（医療保険各法の規定による療養の給付，入院時食

事療養費，保険外併用療養費，療養費，訪問看護療養費，家族療養費，家

族訪問看護療養費，特別療養費及び高額療養費をいう。以下同じ。）の対

象となる高校生等の入院及び通院（在宅における療養及び看護並びに柔道

整復師の施術を含む。以下同じ。）に係る費用並びに当該費用の証明手数

料をいう。 

(5) 医療機関等 健康保険法第６３条第３項各号に規定する病院及び診療所

並びに薬局並びに同法第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者並び

に厚生労働省地方厚生局長に柔道整復師の施術に係る療養費の受領の委任

の取扱いについて承諾された柔道整復師をいう。 

（助成対象者） 

第３条 助成を受けることができる者（以下「助成対象者」という。）は，医

療機関等を受診した日において，次の各号のいずれにも該当する高校生等の

保護者とする。 



(1) 高校生等が本市に居住し，かつ，本市の住民基本台帳に記録されている

者であること。ただし，やむを得ない理由により本市の住民基本台帳に記

録されることが困難であると市長が認めるときは，当該住民基本台帳に記

録されていることを要しない。 

(2) 高校生等が保険給付を受けることができる被保険者又は被扶養者である

こと。 

２ 前項の規定にかかわらず，医療機関等を受診した日において，高校生等が

次の各号のいずれかに該当するときは，助成対象者としない。 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に基づく保護を受けていると

き。 

(2) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）に基

づく支援給付を受けているとき。 

(3) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基づき里親に委託されてい

るとき。 

(4) 児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設（同項に規定する母子

生活支援施設及び通所により利用する施設を除く。）に同法その他の法令

に基づく措置によって入所しているとき。 

(5) 国民健康保険法に基づく世帯主又は社会保険各法に基づく被保険者，組

合員，加入者若しくは被扶養者が負担すべき額を，国又は地方公共団体に

おいて負担している施設（通所により利用する施設を除く。）に入所して

いるとき。 

(6) 医療保険各法における被扶養者の認定に係る収入の要件を満たさないと

き又は当該収入の要件を満たさないときと同等の収入があるとき。 

(7) 婚姻をしているとき。 

 （助成の制限等） 

第４条 高校生等の疾病，負傷等が第三者行為によって生じたものであり，か

つ，その医療に要する費用の全部又は一部について損害賠償を受けることが

できるときは，その限りにおいて助成しないものとする。 

２ 高校生等に係る疾病，負傷等が独立行政法人日本スポーツ振興センターに

よる医療に関する給付制度の対象となるものである場合には，当該制度を優

先して適用させるものとする。 

３ 高校生等が成田市重度心身障害者の医療費助成に関する条例（昭和４９年

条例第５号）による助成又は成田市母子家庭・父子家庭等医療費等の助成に

関する規則（平成８年規則第４８号）による助成を受けることができる場合

には，当該助成制度を優先して適用させるものとする。 

 （助成の額等） 



第５条 市長は，医療費等（入院及び通院に係る費用の証明手数料を除く。）

のうち，医療保険各法又は公費負担医療制度（他の法令等に基づく国又は地

方公共団体による医療に関する給付制度をいう。以下同じ。）の規定により

高校生等の保護者が負担すべき額から別表に定める世帯区分（以下「世帯区

分」という。）により市長が認定した高校生等医療費等自己負担金（以下

「自己負担金」という。）を控除した額を助成する。 

２ 前項の規定による認定は，高校生等が診療を受けた日の属する年度（４月

から７月までの間に診療を受けた場合にあっては，前年度とする。）に係る

当該高校生等の属する世帯の市町村民税額によるものとする。 

３ 公費負担医療制度による給付を受けた場合並びに医療保険各法の規定によ

る附加給付及びこれに準ずるものがあった場合は，第１項の助成する額から

その額を控除するものとする。 

４ 市長は，助成対象者が医療機関等に医療費等証明書（別記第１号様式。以

下「証明書」という。）に係る証明手数料を支払った場合は，当該手数料の

額を助成する。ただし，証明書１件について２００円を超えるときは，  

２００円とする。 

 （助成の申請） 

第６条 助成を受けようとする者は，高校生等医療費等助成金交付申請書（別

記第２号様式）に次に掲げる書類を添えて，市長に申請しなければならない。

ただし，市長は，公簿等により確認することができるときは，第１号，第２

号，第５号及び第６号に掲げる書類を省略させることができる。 

(1) 高校生等の住民票の写し 

(2) 高校生等の戸籍の謄本又は抄本 

(3) 医療内容の明細のある領収書又は証明書 

(4) 高校生等の被保険者証，組合員証又は加入者証の写し 

(5) 高校生等の属する世帯の市町村民税額を証する書類 

(6) 前条第３項に規定する場合にあっては，その旨を証する書面 

(7) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類 

２ 前項本文の規定による申請は，医療機関等に医療費等を支払った日の属す

る月の翌月の初日から起算して２年以内に行わなければならない。 

 （助成の決定） 

第７条 市長は，前条第１項本文の規定による申請があったときは，その内容

を審査し，助成の可否を決定し，高校生等医療費等助成金交付決定・却下通

知書（別記第３号様式）により当該申請をした者に通知するものとする。 

 （譲渡等の禁止） 

第８条 医療費等の助成を受ける権利は，譲渡し，又は担保に供してはならな

い。 



 （助成の取消し及び返還） 

第９条 市長は，助成の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するとき

は，助成の決定を取り消し，又は既に助成した額の全部若しくは一部を返還

させることができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により助成の決定を受けたとき。 

(2) 助成対象者でなくなったとき。 

(3) 前各号に掲げるもののほか，助成対象者の属する世帯の区分の変更，保

険給付又は損害賠償の事実その他の事情により，助成に過払が生じること

となったとき。 

 （委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この規則は，令和４年４月１日から施行し，同日以後に受ける医療費等に係

る助成について適用する。 



別表 

世 帯 区 分 

自己負担金 

入 院 

（１日につき） 

通 院 

（１回につき） 

保険調剤 

（１回につき） 

市町村民税所得割非課税

世帯 

０円 ０円 ０円 

市町村民税所得割課税世

帯 

２００円 ２００円 ０円 

 

 

［別記様式 略］ 


